
提　案　理　由
　全ての子どもは、かけがえのない存在であり、今を生き、未来を担う一人の人間として尊重されなければならない。

近年、いじめに起因する生徒等の不登校や引きこもりなどが生じ、さらには生徒等がいじめによって自らの命を絶つ痛ましい事件が発生するなど、深刻かつ重大な社会問題となっている。全国的にも、学校現場では子どもからのＳＯＳの見逃しや初期対応の遅れなどにより問題が長期化、複雑化する例が多く見受けられるところである。

いじめの根絶に向けて、生徒等の生命及び心身を保護することを最優先に、いじめの未然防止をはじめ、いじめを早期に発見し、対処するための意識改革と仕組みづくりに全力で取り組む必要がある。

そのためには、知事がリーダーシップを発揮し、いじめは、子どもに対する人権侵害であるという認識のもと、知事部局が直接いじめ問題に対応するため、その活動の法的な根拠とすべく、この条例を制定するもの。

